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中期経営計画２０１１の策定に関するお知らせ 

 
 当社は、本年４月より２０１４年３月までの３ヵ年にわたる中期経営計画を策定いたしましたのでお知らせ 

いたします。 

 

記 

 

１．中期経営計画立案の背景 

 (1)証券市場と関連法制度の変化を背景とする当社の歴史的経過 

    当社は1930年に有価証券印刷の専業会社として創業し、昨年80周年を迎えました。この間、戦後の復興、

日本の証券市場と関連法制度の整備、高度経済成長を経て、1980 年代以降は、資本市場のグローバル化を  

背景に、ディスクロージャー制度の劇的な変化が続きました。こうした証券市場と制度環境の大きな変化に

対応し、当社は、有価証券印刷専業から株主総会関連書類、決算関連書類等の定期開示書類、投資信託関連

書類、IR関連ツール等の「ディスクロージャー・ビジネス」へと、大きく事業領域を拡大してまいりました。

とくに 2001 年以降は、ディスクロージャーの電子化が当社の業態を大きく変化させ、開示書類作成支援シ

ステム等のシステムサービスやWebサービスが事業拡大の重要な要素となってきています。 

 

 (2)当社が目指すもの 

   こうした歴史的経過を踏まえ、当社はお客様から投資家への適正な情報開示を支援する業務を通して、 

投資家の適正な企業価値評価と投資行動を促進し、お客様各社の資金調達と成長戦略を支援すること、その

結果として資本市場の健全な成長に寄与し、ひいては経済、社会の発展に貢献することを不変の社会的使命

としています。 
この社会的使命を遂行するため当社は、創業以来掲げてきた「顧客第一主義」の原点に立ち、お客様の

パートナーとして最新の制度情報・ノウハウ・ITに基づく開示実務ソリューションを提供。お客様のディス

クロージャー・IR活動における適正な開示、業務効率の向上、開示リスクの軽減を支援し続けます。 

 

(3)事業環境の変化と当社の取り組み 

 当社の主要顧客である上場会社は、この３年間で総数が3,940社から3,640社へ約300社減少しました。

また、リーマンショック以降の低コスト志向の高まりや競争の激化、投資信託に関連する開示制度見直し等

の要因により、当社は2008年 3月期以来4期にわたり減益が続いています。 

こうした現状を打破するため当社は、定期開示書類のシェアアップ、新たな開示書類作成支援システムの

開発、データベース事業の本体吸収・強化、Webサービスの拡充、セミナー事業への進出、グループ会社に

よる新事業領域の開拓、新工場稼動を核としたコストダウンの推進等を行ってきましたが、現在の事業環境

を克服し業績回復を図るには、これらの中から成長余力と波及効果の高い分野を重点的に拡大、成長させる

ことが不可欠であると考えています。 
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２．中期経営計画の基本コンセプト 

○市場創造・開拓型ビジネス領域を拡大し、業績の回復と中長期的発展のための基盤を構築します。 

当社の事業基盤は、法制度で定められたディスクロージャーに関する実務支援サービスにあり、これまで

の成長の大きな原動力でありましたが、それは言い換えれば制度への依存という側面を持ちます。しかしな

がら今後のさらなる成長の原動力は、自ら市場を創造・開拓する領域の拡大にあると考えています。この  

観点から当社は本中期経営計画において次項に示す３つの成長ドライバーを選択しましたが、それぞれの成

否を決めるものは提供サービスの的確さであり商品力であります。的確な分析に基づく顧客満足度の高いサ

ービスの開発提供によって成長を図る方向へ、より一層舵を切ることが当社にとって重要であり、それによ

って中長期的な成長・発展のための基盤を構築することが、本中期経営計画の基本コンセプトです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シフト加速 
開示制度依存型ビジネス領域 

市場創造・開拓型ビジネス領域 

これまで← →今後 

３．中期経営計画の基本戦略 

当社は上記コンセプトのもと下記の基本戦略を遂行することによって、現状の厳しい環境変化を打開し 

新たなる成長を目指してまいります。 

 (1)「システム」・「Web」・「データベース」の３分野を成長ドライバーとして重点強化する。 
前述の通り、開示関連法制度の改正やインターネットの進展は、上場企業や投信運用会社の開示実務負荷

を増大させています。こうしたニーズを解決するソリューションの中核はシステム・Web関連サービスにあ

り、今後そのニーズはますます増大が見込まれます。一方、当社としては既存事業の活性化に加えて新規事

業の拡大が不可欠であり、その先兵役を担うのがデータベースであります。また、これらのサービスは、本   

中期経営計画のコンセプトである市場創造・開拓型ビジネス領域の拡大に合致します。こうした観点から 

「システム」・「Web」・「データベース」の３分野を成長ドライバーとして重点強化してまいります。 
①「システム」関連サービス 

■開示支援システムのラインナップ拡張、機能向上、サービス体制を拡充 

IFRS(国際会計基準)の導入、XBRL(事業報告専用言語)の適用範囲拡大等、開示内容の高度化・専門化が続き

ます。こうした背景の下、お客様は、開示情報の正確性確保と開示リスクの軽減、煩雑な書類作成を伴う開示  

実務の効率化やスピードアップを求めています。 

○上場会社約 2,250 社にご利用いただいている開示業務支援システム「プロネクサス ワークス」の利用顧客数

拡大を目指し、IFRS の導入・XBRL拡張への対応を図るとともに、さらなる機能向上を推進します。 

○会計連携・開示支援システム「WORKS-i」については機能拡張とオペレーション体制の拡充により、利用   

顧客数を約 100 社から大幅に拡大する計画です。 

○上場会社向け開示支援システムで培った技術をベースに開発した、投信運用会社向けの投資信託書類作成 

支援システム「FDS」を本年 6月よりサービス開始。投信市場の関連書類シェアの拡大を目指します。 

②「Web」関連サービス 
■機能・操作性の向上と顧客ニーズに即した提案力で、上場顧客に加えて投信分野を拡大 

上場各社・投信運用各社はディスクロージャー・IR の Web 化の急速な進展のなかで、企業価値向上に寄与  

する Web サイトの構築を必須課題とし、サイト更新実務の迅速化・確実化・効率化への強いニーズを持ってい

ます。また資本市場のグローバル化のなかで依然として英文開示の拡充が投資家から強く求められています。 

○上場会社の IR サイトを構築・更新する「e-IR」サービスは、約 500 社に利用いただいていますが、機能・    

操作性の向上に加え、お客様ごとのニーズに即した構成提案やコストパフォーマンスの高さを追求し、英文

版を含めた利用社数の拡大を目指してまいります。 

○金融商品関連においても、J-REIT運用会社各社から IRサイトを受注。今後、上場会社向け同様に、機能・操

作性の向上を追求し、投信運用会社・販売各社への販路拡大を図ってまいります。 
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③「データベース」関連サービス 

■サービスの差別性を核にラインナップの拡充、販売チャネルの拡大、グローバル化を推進 

既存ビジネスの縮小トレンドを打破するための新規事業拡大とグローバル展開は、当社の重要な経営課題のひとつ

であり、データベース（DB）事業がその先兵役を果たします。また当社は、ディスクロージャー関連事業のノウハ

ウをDB事業に活用するほかDBコンテンツを開示事例検索で活用するなど、事業間連携の強みを持っています。 

○当社の中核サービスである「eol DB」は、膨大な開示情報から必要な企業情報を効率的に抽出・分析する DB で、

全国約110校に導入し大学シェア1位を有しています。昨年12月よりアジア企業に収録範囲を拡大した「AsiaOne」

を発売、本年４月に台北事務所を開設するなどアジアに販路を拡大、グローバル化を推進中です。 

○また、新たな製品ラインナップの投入や新たな販売チャネルの開拓など、商品企画の拡充とサービス体制の拡大を

図ります。 

(2)徹底した製造コスト削減の推進により収益力の向上を図る。 

内製率の向上、製造プロセスの改善と革新、システム・購買コストの削減、経費の徹底抑制により、低コ

ストオペレーションの基盤を構築し、３年間で原価率を3.2p引き下げる計画です。価格低下影響や販管費の

増加は製造コストダウンでカバーし、成長ドライバーの拡販により13億円の営業増益を図ります。 

(3)中長期的発展の基盤となる組織・人財・マネジメント力の強化を図る。 

当社事業の基盤となるコンプライアンス・情報セキュリティ体制の強化を推進するとともに、成長の源泉

となる人財の育成、組織力の強化、財務構造の強化を図り、持続的成長のための強い経営基盤を構築します。 
 

４．数値目標 

 下記の数値は、厳しい経営環境のなかで現状の事業基盤を固めつつ、成長ドライバー分野の重点強化と

製造コスト削減の徹底によって達成をめざす、当社の中期目標です。 単位：百万円 

 11/3期実績 12/3 期計画 13/3 期計画 14/3 期計画 11/3 期比 

売上高 19,003 19,000 20,200 22,000 115.8％

売上原価 12,054 11,750 12,350 13,250 109.9％

売上原価率 63.4％ 61.8％ 61.1％ 60.2％ △3.2p

営業利益 1,414 1,550 2,000 2,700 190.9％

売上高営業利益率 7.4％ 8.2％ 9.9％ 12.3％ ＋4.9p

経常利益 1,347 1,480 1,950 2,600 193.0％

当期純利益 668 880 1,150 1,550 231.9％

1 株あたり純利益（EPS) 18.86 円 24.83 円 32.45 円 43.73 円 231.9％

■目標と る経営指標＝営業利益率 10％以上 

 
：百万円 
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５．製品別売上高と成長ドライバーの売上高推移 

 (1)製品別売上区分の変更：ターゲットに密着したマーケティング戦略の展開とわかりやすい開示へ 

 
【従来の製品区分】 【従来の製品区分】 【新たな製品区分と顧客】 
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 (2)製品別売上高推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3)成長ドライバーの役割・効果 

  ①成長ドライバー自体の売上拡大 

   

＋3,000

単位：百万円 

■成長ドライバー売上 
 

  ②各製品分野におけるシェア

■上場会社ディスクロージ

■金融商品ディスクロージ

  ③非印刷製品の売上拡大  

■非印刷製品比率 11/3 期
14/3期計画 合計4,000 11/3期実績 合計1,988

拡大・拡販効果 

ャー・上場会社 IR：顧客内シェ

ャー：関連製品の受注拡大（新

実績 39％ → 14/3 期計画 46％ 
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開拓、顧客内シェアアッ

に事業構造を適合させて
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以 上 


